
Title 危険回避と情報伝達 : クールノー複占市場のケース
Sub Title Risk aversion and information transmission : the case of Cournot duopoly
Author 酒井, 泰弘

吉住, 昭彦
Publisher 慶應義塾経済学会

Publication year 1990
Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of

economics). Vol.83, No.2 (1990. 7) ,p.293(79)- 312(98) 
JaLC DOI 10.14991/001.19900701-0079
Abstract
Notes 小特集 : 経済学会コンファレンス : 市場機構と産業組織
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234

610-19900701-0079

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その
権利は著作権法によって保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic
societies, or publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the
Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


「三田学会雑誌」83卷2号 （1990年7月）

危 険 回 避 と 情 報 伝 達 -
--- ク ー ル ノ ー 複 占 市 場 の ヶ 一 ス ----

酒 并 泰 弘  

吉 住 昭 彦

要 約

本稿の目的は，共通の需要不確実性に直面するクールノー複占市場において，各企業の危険回避 

行動が，情報の伝達の厚生効果に対してどのような影響を及ぼすかを分析することである。まず， 

危険回避が存在する場合には，各企業の平均産出レペルが情報入手量によって大きく影響をうける 

ことが示される。次に，危険回避の存在は一般に，各企業の厚生レベル（すなわち，利潤の期待効用 

レペル）を引き下げる効果を持つことが明らかにされる。とくに，危険回避企業にとって，「知らぬ 

が仏」 というケースが現実に生じうることが論じられる。

1 は じ め に

寡占市場における情報交換の厚生分析は，理論的のみならず政策的観点からしても非常に重要な 

トピックである。本稿の目的は，危険回避という視点を新たに導入することを通じて， かかる厚生 

分析をいっそう押し進めることである。

いま需要ないし費用に関する情報伝達または情報交換が，寡占企業間でまたは第三者の調査機関 

を通じて行なわれるとしよう。 そのとき興味ある論点は， そのような情報伝達または情報交換が生 

産者， 消費者及び社会全体の厚生レベルに対してどのような影響を及ぽすかである。 それは1970年 

代にバサールとホー〔5 〕 やポンサール〔17〕 によって始めて取り上げられたが， 当時はあまり注 

目されなかった。 ところ力;， 1980年 代 に 入 っ て 事 態 は 一 変 し ゲ ー ム 理 論 と そ の 応 用 が ミ ク ロ 経 済  

学の中核部分を形成するようになった。 それとともに，寡占市場と情報交換をめぐる問題は一躍脚

* ) 本稿は，慶應義塾経済学会主催の箱根コンファレンスr企業組織と産業構造」（1989年11月）のおり提出 

した論文を全面的に改訂したものである。本稿の成るについては，福岡正夫，浜田安一，大山道広，川又 

邦雄，南部鶴彦，鈴村興太郎，石井安憲，奥野正寛，細田衛土の諸氏をはじめコ ン フ ァ レ ン ス の 出席者か 

ら貴重なコメントをいただいたことを記し，感謝の気持を表したい。ただし，ありうべき誤譲はすべて著 

者の責任である。
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光を浴びるようになり， ノプシエクとソ ネ ン シ ャ イ ン 〔15〕， ク ラ 一 ク 〔6 〕， ヴ ィ ヴ エ ス 〔29〕，

岡 田 章 〔16〕， 酒 井 泰 弘 〔22, 23〕， ギ ャ ル オ ア 〔7, 8 〕， シ ャ ピ ロ 〔26〕 などの論文が輩出する

にいたっている。

ところが， 上記の一連の論文には共通の弱点がある。 というのは， 各企業は期待利潤の最大化を 

目指すと想定されているため，危険回避行動の影響が全然考慮に入っていないからである。 企業が 

危険中立者であるという仮定は1 つの出発点であり，実際のところ，均衡諸量の計算プロセスを随 

分楽にする。 だが， これはあくまで第一次アプローチ以上のものではありえない。

他 方において， 1970年 代 に 「不確実性の経済学」 という新しい分野が市民権を得た。 それは経済 

学のあらゆる問題に対して大きなインバ タトを与えたが， そ の 中 の トピックの1つとして， 不確実 

性下の競争企業の行動に関する一連の研究がある。例えば， マ ッ コ ー ル 〔14〕，バ ロ ン 〔2,  3 〕， 

サ ン ド モ 〔25〕， バトラ& ユ ラ ー 〔4 〕， 酒 井 泰 弘 〔19, 20〕，石 井 安 憲 〔10〕 な ど が ， この方面の 

代ま的文献である。

不確実性の経済学においては， 企業が危険回避者であることが常に前提される。すなわち， 下に 

H なる効用関数が導入され，利潤から得られる期待効用の最大化こそが，企業の行動原理であると 

規定されている。 そして， もし企業が危険回避者であるならば， それは平均産出量を引き下げる効 

果があることが示される。

本稿の主題は，上 記 2 つの流れ， つまり寡占市場における情報交換の効果分析の流れと， 不確実 

性下における競争企業の行動分析の流れとを合流させることである。 もっと具体的に言えば，危険 

回避の存在が情報交換の厚生効果に対してどのような影響を及ぼすかを見究めることである。

本稿で取り扱うモデルは，製品差別化と需要不確実性が共存するようなクールノー型複占モデル 

である。各企業は危険回避者であって，利潤の期待効用の最大化をめざす。均衡概念としては， ク 

一ルノー  •ナッシュ 均 衡 の 「不確実性版」を使用する。 また，情 報 構 造 のタイプについては， 2 つ 

の 企 業 が と も に 無 知 で あ る 場 合 〔無情報のケース）， 1 つ の 企 業 の み が 情 報 入 手 者 で あ る 場 合 （非対称 

情報のケース）， お よ び 両 企 業 が と も に 情 報 を 獲 得 す る 場 合 （共有情報のケース）の 3 つを取り扱う。

本稿で導かれる結果をあらかじめ列挙しておくと，次のごとくである。 ま ず 第 1 に， 各企業の平 

均産出量は入手情報量の大小に依存する。例えば，情報を共有する場合の産出量は， 無知の場合の 

産出量を上まわるときも， また下まわるときもある。 そのいずれが出て来るかは，危険回避の度合 , 

製品差別化の程度および単位費用の値によりけりなのである。 これは，危険中立の場合には得られ 

なかった新しい結果である。

第 2 の結果として，危険回避の導入は，（利潤の期待効用で測られた）企業の厚生比粒分析に対して 

重大なインバクトを与える。 例えば， 無情報のケースと比較して， 何らかの情報を獲得することが 

企業の厚生にとってマイナスとなるかもしれない。現 代 社 会 に お い て 「ガンを患者に告知すべきか 

どう力、」 が大間題となっており， そのときむしろ告知しない方が本人のためになるかもしれない。 

こ の よ う に 「知りすぎて損をする」ま態が， 本稿の寡占モデルについても発生しうるわけである。
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. 第 3 に， 本稿の分析結果は，現実の産業政策の有効性と眼界を考えるさい， 1 つの示唆を与える 

だろう。 もし企業が著しく危険回避的であれば，政府当局が中心となって産業の情報化を推進する 

政策は， 企業の販売活動をむしろ消極的にし， その厚生レベルを引き下げるかも知れない。 こうい 

う逆効果は発展途上国の経済などに時々見うけられるが， この場合には， 企業のリスク回避の気持 

ちを緩和する政策を，産業政策を補完する形で実施する必要があるだろう。

本稿の以下の構成は次のとおりである。第 2 節において， 危 険 回 避 を 入 れ たクールノー複占モデ 

ルを提出し， 各情報下の均衡諸量を算出する。第 3 節では，危険回避の導入が平均産出量に対して 

与える効果を比較分折する。第 4 節の目的は，危険回避企業間の情報伝達の厚生分析を立ち入って 

行なうことである。 本稿の分析の有効性と将来の研究方向と力 ' : , 最 後 の 第 5 節で論じられる。

2 危険回避とクールノー複占モデル

本稿で取り扱うモデルはクールノー型複£ モデルである。 その特徴を述べると， 次のようなもの 

である。第 1 の特徴として， 両企業は生産物を差別化している。 両企業の生産物は代替財でもあり 

うるし， 独立財や補完財でもありうる。 両企業の生産物が補完財である事例は， 例えぱコンピュー 

タ産業において， コンピュータ本体に特化する代表的一社があり， かつ周辺機器に特化する代表的 

一社があるようなケースである。 コ ン ピ ュ ー タ 本 体 に は 必 ず 周 辺 機 器 （例えばディスプレー）力’〉必要 

であるから， 両企業の生産物はほぽ完全な補完財とみなしてよかろう。独立財のケースは， 代替財 

と補完財の中間的な場合と考えられる。 このときには， 両企業はそれぞれ独立の意思決定者と考え 

てよい。 このようなわけで， 兩企業の関係は，^~そ の 生 産 物 の 需 要 を 通 じ て 一 競争的でもあり 

うるし，協調的でもありうる。

ま た 第2 に， 2 つの企業はともに需要不確実性に直面している。 つまり， 両企業が需要量を決め 

るさい， 事 前 に は 完 全 に 予 知 し 難 い 何 ら か の 不 確 実 性 （偶然手番）が作用している。例えは’， 流行 

や気象条件によって嗜好が変化すること， あるいは技術開発の結果として製品の品質が高められる 

ことなどが考えられる。上のコンピュータ産業の例に戻るならぱ， コンピュータ本体の需要は， 良 

質のソフトウェアが多数出回るかどうかに依存し， ソフトウェアの開発のめどは開発者たちにも予 

測し難いものと言えよう。

双方の企業はこの不確実な需要を，一点で予想するのではなく， 生起可能なさまざまな享態を考 

慮して行動する。 したがって， 不確実な需要は一定の確率分布を持つものと考えられる。 本稿では， 

享前の確率分布が両企業の間で一致しているという意味において，「客観的」 な確率分布の存在を 

想定する。 さらに， 不確実性の源泉は一個であり， それが両企業に等しく作用することを仮定する。 

例えば， 景気が良くなれば， 企 業 1 の需要切片の値が大きくなり， ま た 企 業2 のそれも大きくなる。 

この需要不確実性は， その産業全体に及ぶ不確実性と考えてよい。 これに対して， 各企業固有の不 

確実性も存在しうる力:， 本稿では扱わないことにする。
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第 3 に， 両企業は危険回避者であることが想定される。正確には， 需要の不確実性に起因して利 

潤も不確実な額となるが，各企業はそれに対して危険回避的行動をとることを仮定する。 したがっ 

て，各 企 業 の フ ォン • ノイマン=モルゲンシュテルン型 効 用 関 数 は M関数である。 そして， 両企業 

は利潤の期待効用の最大化を図る。

第 4 に， 両企業は不確実な需要に関して，情報収集活動を行なう。 本稿では，情報収集に伴うコ 

ストの問題を捨象する。情報の獲得の仕方はさまざまであろう。人々の間の嗜好の変化にかんして 

は， 第三者の調查機関を通じて情報を入手することが考えられる。 あるいは， 当 該 の 2 企業間で情 

報の伝達が行なわれると想定してもよL、。 コンピュータ産業の例でS えば， ハードウェア製作者と 

ソフトハウスとの間での情報のやりとりが考えられよう。

情報の獲得が企業に与える効果として， 2 つのものが考えられる。 ま ず 第 1 の効果は，情報を獲 

得することによって， 事 前 の い わ ば 「粗い」確 率 分 布 が 「細かい」分布へと修正されるということ 

である。本稿では，単純化のため，情報を入手すれぱ分布が一点に集中してしまう〔退化する）よう 

な極端な場合に考察を限定する。 これはすなわち，r完全な情報」 を 獲 得 す る 場 合 に 当 た る 。 した 

がって， 比較の対象となる情報構造は， 2 つ の 企 業 が と も に 無 知 な ケ ー ス （無情報)， 1 つの企業の 

み （企業1 とする）が 情 報 を 入 手 す る ケ ー ス （非対称情報)， 両 企 業 が 情 報 を 獲 得 す る ケ ー ス （共有情 

報）の 3 つのものに絞られる。 ま た 第2 の効果として，情 報 を 入 手 す れ ば ， その入手者は情報に応 

じた行動をとることができる。 つまり， 需要が大きいという情報を獲得すれば産出量を増やし， 需 

要が小さいという情報を受け取れば産出量を減らすことが可能となる。 これに対して，情報が利用 

できないときには， 需要の大小にかかわらず，一定の行動をとらざるをえない。

ただしここで， 次 の 2 点に留意しておく必要がある。 ま ず 第 1 に， 生産には時間を要する。 した 

がって実際に情報に応じた行動を取り得るかどうかは， 生産活動に要する時間と，情報を受け取っ 

て か ら 需 要 が 実 現 す る ま で の （あるいは需要が持続する）時 間 の 相 対 的 な 大 き さ に 依 存 す る 。 本稿で 

は ，「情報を獲得する」 と言う場合， 暗黙のうちに企業はその情報に適応した行動を取り得ること 

を想定している。第 2 の点は， 第 1 の点と関連するのであるが，短期的な需要の不確実性に対して， 

企業は生産過程による調整よりは， むしろ流通過程による調整で応じる傾向があるかも知れない。 

本稿では流通や在庫の問題を取り扱わないので， 専ら生産過程による調整を間題としていることを 

指摘しておく。

以上のような想定の下で， 各企業はその産出量を戦略変数とするクールノー型複占企業として行 

動する。情報構造の変化に对して，平均産出量で測った企業行動のレベルと，期待効用で測った企 

業の厚生レベルとがどのような変化をうけるのか—— それを分析することが本稿の最大の狙いであ

◊ 0

さて， 以下に， モデルを具体的に述べていきたい。

当 該 産 業 に 企 業1 と 企 業 2 があるとする。企 業 / の 産 出 量 を 》ゎ 価 格 を /と 書 く  G '= l,2 ) 。 

各 企 業 は 次 の ご と き 線 形 の 市 場 （逆） 需要関数に直面している。
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(1) かニ a - i3 0 i+ ヴ 3̂ 2),

かニ5 — ；8(a?2+タa；i ) 0 9 > 0 , - 1 < 0 < 1 ) .

ここで， 共通の需 要 切 片5 は確率変数である。 それは産業全体に共通な不確実性を表わす。本稿 

では，計算を楽にするために， こ の 不 確 実 な 需 要 バ ラ メ ー タ る が 正 規 分 布 び 2) に従うことを 

仮定する。 バラメータヴは製品差別化の程度を示す。 iC lと X 2 は 0 > 0 のとき代替財，け< 0 のと 

き補完財， タニ0 のとき独立財である。 また， 一般性を失うことなく i S = l と仮定してよい。

雨企業の費用関数は，

(2) CiCxi)=aXi G = l , 2)

で与えられるものとする。 すなわち，平 均 費 用 （あるいは限界費用）C iは 一 定 で あ り G = l ,2 ) , 固 

定費用のことは無視する。 このとき需要曲線(1)の下で， 企 業 f の 利 潤 仏 は ， 次のように表現され 

る。

(3) /7i=77i(a；i , X2, a) =  (a—ci—xi—dxi)xi G',ゾ= 1 ,2 : /キカ.

企 業 / は フォン• ノイマン=モルゲンシュテルン型効用関数を持ち， 特 に そ れ が 次 の よ う な 指 数  

関数の形で与えられるものとしよう。

(4) UiUJi) = a—l) exp[—R i l J i ] (み>0, i? i> 0 ; i = l , 2).

両企業は危険回避者である。 さらに，（4)式で与えられる効用関数の董要な性質は， 絶対的危険回

避 度 が 一 定 〔= 凡） となることである。 したがって， バ ラ メ ー タ が 上 昇 す れ ば ， 当該企業は危

険回避の度合を強めることになり， また下降すれば危険回避度が弱まる。 また以下では，一般性を

失うことなく a ニ と置く。 さらに，(H ニ と定義する。 /Oiは企業にとっての危険の心理的
( 1) ( 2 )

なコストと解釈することができるG '= l ,2 )。

情報構造にかんしては， 上述の通り， 次 の 3 つのものを考える。

① 無 情 報 デ ：両企業はともに無知であって，需 要 バ ラ メ ー タ5 にかんする情報を獲得しな

い。

②非対称情報が" ：企 業 1 は a にかんする情報を入手するが， 企 業 2 は入手しない。

③共有情報りS : 両企業がともに追加的な情報を入手する。

無情報の状態下における企業の行動は5 の 値 に 依 存 し な い 「お決まりの行動」 （routine action) 

となり，一 定 の 産 出 量 ；C iによって記述されることになる。 これに对して，情報を入手した場合の 

企 業 の 行 動 は r条件付きの行動」（contingent action)となり，入手する情報に対して産出量を対応

注 〔1 ) 絶対的危険回避の尺度はアロー〔1〕とプラット〔18〕によってはじめて導入された。その詳しい 

結介については，酒井〔2 1 ,第5 章;〕を見よ。

( 2 )  >̂は危険プレミアムの2倍に等しい。実際， が正規分布び 2) に従う確率変数であるとき，後

述の補助定理（0 を用いれぱ，>E£/Og) ニ C /0—（1 / 2 > )となることは容易は示せる。危険プレミア 

ム （1/2)|0は，平均値/^からは独立であり，分散値び2に比例する。その比例定数がi?である。この 

ように，もし絶対的危険回避一定の効用関数と正規分布に従う確率変数とを同時に用いるならば，わ

れわれの分祈は非常に明解なものになる。
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さ せ る 関 数 に よ っ て 表 わ さ れ る 。

各 々 の 情 報 構 造 デ ，1]N ’ り®の下におけるクールノー=ナ ッ シ ュ 均 衡 O0i,x02), 0；ぐ),

(a:*̂ 1(5), Xら( 5 ) ) は， それぞれ以下のように定爱される。

(5) x ^ i = a r g  max E U i i U i C a ,  X i ,  x ^ j ) ]  2 ; ;

(6) a ;^ i(5 ) =  arg m ax C/i[77i(«’ a；i ’ a;が2)] for each «,
X i

aj^2 =  arg m ax E U i i l l z Q . ^ ,  x ^ i i a ' ) ,  x O '\  ；

(7) ニarg m ax Ui[Ui(oc, Xt, a：̂j(a ))]  for each 5 G ,;==1 ,2 ; iキf)。

本稿の分析では，簡単化のため， 2 企業の構造が対称的なケースに考察を限定したい。 そのため， 

次の仮定を追加する。

(8 ) C \ — C2 —  C, i ? i  ニ =
(3)

このように， 2 企 業 の間で費用条件と危険回避度が等しいと想定する。 このことは， = = 

つまり危険負担コストが両者にとって等しいことを意味する。

また， い わ ゆ る r 内点解」（interior solution)のみを考え，均衡において両企業の平均産出量がプ 

ラスの値をとることを保証するため，需 要 切 片 の 平 均 値 が 単 位 費 用 を 上 ま わ ろ こ と 〔つまり，t^-c 

> 0 ) を仮定する。

3 均 衡 諸 量 の 算 出

本節では， 各々の情報構造下におけるクールノー  =ナッシュ均衡の諸量を計算してみよう。 まず 

最初に，均衡の算出にあたって有用な数学結果をまとめておく。

補 助 定 理 5 を 正 規 分 布 び 2) に従う確率変数とし， も を 定 数 と す る 。 このとき， 次の性質が 

成立する。

( i ) Eexp\_ka\=exp\_kpi- (̂Xl2')]^o^  ̂;

( i i)  Eexp[-kポ]= (1 /V l +2A：び2) exp[—kî "̂ /0-+2ko '̂)] (A：> 0 ) ;

Ciii) £ [ «  ニ（ju+A；びり ea;/)U ：；̂ + G/2)A：2ff2];

( i v ) [ポ]ニ 4//2ぴ2+2び4.

3 - 1 無情報りぶの場合

まず，均衡条件(5)に お け る 利 潤 の 期 待 効 用EmMtC5,xt,xjy\ は，補 助 定 理 （i ) を用いれば， 

EUiilliQa, Xi, =  ト e—(l + Go/2))a;厂 0a;》].

と表現できることに注意する。期待効用最大化のための一次条件は， 偏微分をとることによって，

注 〔3 ) 両企業の危険回避度や単位費用が必ずしも等しくないケースの分析については，英文のテクニカル 

な論文である酒井&吉住〔24〕を参照せよ。

( 4 ) 補助定理のSE明については，酒井&吉住を〔24〕参照せよ。
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(9) n —c—(2+P)x^i—dx^j=Q ( i ,y = l ,2;

で与えられる。上式を連立して解けば，われわれは無情報下のクールノー  = ナッシュ均衡産出量を 

次のごとく得る。

一次条件(9)を考慮しつつ，均 衡 産 出 量 a;ク を (3)式に代入することにより，均 衡 利 潤 IjOt⑥ は 次  

のように表現できよう。

U^iCS')=[(a—fi') + (l+p')x^i]x^i G '= l,2).

5 は正規分布に従う確率変数であるから， /TV：る） も正規分布に従う確率変数となる。補助定理 

G ) を用いれば，利潤の期待効用レベルは次のように求められる。

EUiClI^iC^)) = l — exp[—RCx^iyCl + Cp/2Vl G =l, 2).

3 - 2 非 対 称 情 報 " N の場金

企 業 1 の均衡条件を求めることは容易である。均 衡 に お い て 企 業1 は， 各 々 の実現値《に対して 

産 出 量 を 調 整 し 期 待 効 用 C/i[77i(る，な 》ぐ）]ニ1 一 る 一 C—aJi — ダ2) ] の最大イ匕 

を図る。 それ故に， iCiに関する偏微分を通じて， われわれは次式を得る。

(1(|各 実 現 値 《について，《—C—2a;ダ1(3) —没X〜 =0.

上式が， がの関数形を与えていることに注意せよ。すなわち， 次式が導かれる。1 

CU) x^i(5) =  (l/2)Ca—c) —C^/2)a;^2.

したがって，均衡条件(6)における企業2 の期待効用五び2[/72〔あ a；"VaO ,：K2)]は，01)式を(3)式に 

代入することによって，

(LZ £'び2[/72(<5, a；2)] =  l —ぴ ;>[ー 尼 —（1+-^ g— -jo)a；2+-|-g^2|]

と表現できる。 これから，（企業1の均衡条件を考慮した）企 業 2 の均衡条件を算出することができる 

つまり， 企 業 2 は 産 出 量 を 調 整 し て ， 五Z72[；72(5?,a;〜 （5),a；2)]を最大化しているから， に関 

して偏微分すれば次式が得られる。

2(2— め0^— C) — (8+/)(2— が));》〜+2が3；"̂2 =  0.

計算にあたっては， 企 業 2 の 戦 略 変 数 と し て の ；C2と， 最 適 量 と し て 固 定 さ れ て い る を よ く  

識別することが肝要である。上式を解けぱ， 直 ち に 企 業 2 の均衡産出量

一 ___________ 2(/^~g)
2 一 （2— の|02+2(2+め

を得よう。

(めー 丄 丄 [(を一めP-+4]Q^_c)_
W 1け）一 /̂；+ 2 〔2—  め 0+2(2+め .
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次に，均衡における企業の期待効用を求めてみよう。もし(10)式を(3)式に代入すれば，企業 1 の均 

衡利潤は均衡産出量のタームで77"^(め = | > ^1 (5)] 2 のように表現できる。ここで，a;ダi ( a O は正 

規分布に従う確率変数であるから，補助定理G O を用いると，

£ £ /が1 ニ 1- i ^ 2 R V x ^ . \+2RVx^,ia：)

である。ただし，均衡産出量の平均値と分散値は次のようになる。

F パ  f a ' ) -  [〔2 - め jo+ 4](>—C)

れ 1げソー 2[(2-0)p+2C2+0) ’

Fa;が1(る) ニ ト 2.

他方，均衡における企業2 の期待効用は，⑫式においてa；2 =  a:ぐとおくことによって，次式の 

ように得られる。

E U ^ 2 = l- e x p [ - R x ^ 2 [ ^ ( / ^ - c ) ) - ( l+ f +  の2 がン}].

さて，非対称情報り" "の場合の反i t、曲線がどのように描けるかを考察してみよう。まず，企業 1 

の反応曲線は(10)式で与えられる。問題は，企業 2 の反応曲線がどうなるかである。企業 2 の反応曲 

線とはもともと，次の均衡条件を図示したものであるはずである。

(13) 'O /dxiEUzillz ia , X^iQa), 2')]

= jE[d/dx2[/2[IT2ひ̂ , X^i(a), ：cダ2)]]

=  -E[ [a—c—2x̂ '̂ 2 — 0x^'^'iCa)}exp[ — J^X^2Ca—c—X2 — 0X^iCa)^] =0 .

だが，5 と a；iが〔5 ) とが複雑に入りこむ角力ッコ内の値の分布状態を知らないことには，計算が 

不可能である。そこで便宜上，企業 1 の均衡条件(11)から情報を多少「密輸」して，計算を進めてみ 

よう。

(13式において，確率変数》を定義して， ホニ 5 —C -：C2-似 " V め ahが〔5 ) とおく。すると，（LD式 

から明らかなように; ^ は正規分布に従うから，抵助定理（i i i ) を用いれば，（13)式は次のように言き 

直されよう。

[Ey-J^x^2Vy-x^2lexp[-I^x^2Ev+-^^^^^r^Vi/l^0.

すなわち，次式が導出されるのである。

Ey-Rx^2Vy-x^2=0.

ところで，01)式より

E y= fi—c—x^2—0Ex^i(ia),

Vy =  a'̂-\-d̂ Fa;̂  1(5) —  20cov(ol, 0；'^1(5))=び2(1_り+ が/4),

となるから，これらを代入することによって次式を得る。
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(14) -c_[2 + ぺ 1_0+~£)ト 〜 五  a;が1(5) ニ 0.

(14)式は， 企 業 2 の均衡条件と， 企 業 1 の均衡条件のうちの一部分とを組み合わせて得られたもの 

である。（14)式と01)式を連立させることによって， わ れ わ れ は 所 望 の 平 均 産 出 量 （ど;Kが1(5),0；̂ 0 を 

導出することが可能となる。 この意味において， われわれは(14)式 を 企 業 2 の一種の反応曲線とみな 

すことができよう。 それを用いると， 各バラメータに応じて均衡産出量がどのように決定されるか 

を，平易に図解することが可能となる。 そ れ は 第 4 節で用いられる。

3 - 3 公開情報りニ〔11〕の場合

公開情報の場合は， 需 要 バ ラ メータの実現値に応じて企業が行動し， クールノー=ナッシュ均街 

が定まる。 したがって， そ の 実 現 値 《が与えられた後の企業行動は，確実性下の行動と変わりがな

そのときの均衡条件は，

(15) a —c—2x^i—dx^j—Q for each « (/, j=\, 2 ; iキj\ 

である。 これから，均衡産出量が次のように求められる。

OL —  C

2 + 8 0'=1,2).

非対称 情 報 下 の 企 業1 の 場合と同様に，（I5)式を利用すれば， 各 企 業 の 均 衡 利 潤 は 77み〔め 

(る)]2 と表現できる。補 助 定 理 （i ) を使用すれば，期待効用を次のように計算できることも， 以 

前と同様である。

五ひf〔が〜〔の) ぱク[ - i g i ぱ )(iU

ただし，産出量の期待値と分散は次式によって与えられる 

EX^iicO — TTT̂y Vx^i(a) 0 '=1 ,2).
2+e' ' … し2+6-

以上の計算結果を要約すれば，表 1 と表2 のようになる。 そ の う ち 表 1 はさまざまな情報構造下 

における各企業の均衡産出量を示し，表 2 は各均衡利潤の期待効用値を表わす。

表 1 各情報構造と均衡産出量

V 企 業 1 企 業 2

r)0 ド 一 C fl —  C
7

2 + p + d 2 + P + 6

r)N 1 C5： aO 1 [ ( 2 - の H ~ 4 ] 0 - c ) 2 (> — C)
V

2 け が パ 2[(2— の|0+2(：2+の] (2—の化+ 2 (2 + の

で5
a 一C 

2 + 0

a _ C 

2 + 6
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表 2 各均衡における期待効用レペル

-n 企 業 1 企 業 2

力。 1—exp —i?(x°i)* 1—exp ( 1+y^

力N , 1 「 i?C£a:ル1)2~|

ゾ1+ 2ぜVa:が1しぜL \ + 2RVx^i\ i exp 2| 2 しパ c) 2 8 J I

, 1 「 1 _ 1 「 j? (E x ^y  1

V1 + 2FVx 2̂ L l + 2i?Vxぶ2」

4 産 出 量 の 比 較

本節では，前節で得られた表1 を用いて，均衡平均産出量を比較し，情報ま造の変化や危険回避 

の大小などが企業行動にどのように影響を及ぽすかを分析する。

表 1 を利用して，各情報構造下における平均産出量を求めると，次のようになる。

(16) X i ^

Ex\

G.= l ’ 2),

K2 — め jO+4K パ一 

2[2一めjO+2(2+め] ’
2 0 /—C)

(2 — の |0+2(2+め’

2+d
G = l ,2 ) .

上式から明らかなように，企業の行動には様々な要因が作用している。その中でも特に興味深いの 

は，情報構造の影響，および危險回避度の影響であろう。

情報構造の企業行動への影響について， まず第 1 に指摘されねばならないことは，情報構造が変 

化すると産出量も変化するということである。これまでの危險中立的な企業から成る寡占市場の分
C5)

祈では，平均の産出量は様々な情報構造の間で一定であった。 これに対して，（16)式から明らかなよ 

うに，危険回避的企業の産出量は，情報構造の変化によって影響を受ける。それでは， どのような 

影響を受けるのだろう力

一般に，情報が少ないときは多いときに比べて，危険回避的行動の影響が強く現れることが予想 

される。完全情報りS のときには，企業の行動は基本的に確実性下の行動と変わりないのであるか 

ら，そこには危険回避の影響が現れない。つまり，危険回避的企業の行動は，それが危険中立的で 

あった場合と全く同じである。 これに対して，無情報り®のときには，危険回避の影響が強く出るた 

め，危険中立のケースと比べて産出量が少なくなる。 したがって，完全情報のときは無情報のとき 

よりも産出量が多くなることが予想されよう。事実，（16)式より直ちに次の結果が導かれるのである。

定 理 1

注 〔5 ) 例えぱ，ポンサール〔17〕や酒弁〔22〕を参照せよ。
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( i ) もしけ>0 ならば，ExW i>ExSi〉xO iかつ

( i i ) もし 0ニ 0 ならば，E:cSi ニ E x \ >  x*\ か つ 五'a;®2>a;〜 =a;02.

(iii) もし 0<0 ならば，E x \ >  E x \ 〉x ^ i かつ _E£c*̂2>a；02>fljV2.

これを見ると上の予想どおり， 両企業間の競争の度合を示すパラメータヴの値にかかわらず， 完 

全 情 報 の と き の （平均）産 出 量 五 は 無 情 報 の と き の 産 出 量 a?クを上回っている。微妙なのは， 

非 対 称 情 報 下 の 産 出 量 （五 が と が ど こ に 位 置 す る か と い う 点 で あ る 。 そ の さ い 0 の影響が 

はっきり出るとともに，情報入手企業とそうでない企業との差異が現われる。

図 1 産 出 量 の 比 較

図 1 - 1 代替財のケースび> の

£X2

k

\
2

U - C ト .、v2+(1-0/2)2p H .、

J^~ c

2+P

M-0
2+P

A-C

図 1- 2 独立財のケース（0 = 0) 

Exz

I

fi-o

fl-C

2+P

が

£r i

O PL-C. (l-Q. 
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図 1 - 3 補完財のケースび<0)

ね る 1

. ‘ • . V c
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デ
//-ご 
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定 理 1 が示すょうに， ま ず 両 企 業 が 競 争 的 な と き び> 0 ) , 情 報 を 一 方 的 に 獲 得 す る 企 業 1 の産 

出量は， それが無情報や共有情報のときの産出量ょりも多い。 また， 相手に情報を獲得された企業 

2 の産出量は， 共有11̂ニ報下の産出量を下回るが， 無情報下の産出量ょりも多い。 兩企業が協調的な 

関 係 に あ る と き に は び < 0 ) , 企 業 1 の 産 出 量 は ， 情報を共有するょりも少なく， 無情報のときょ 

りも多い。他方，企 業 2 の産出量は無情報下の産出量を下回る。最 後 に 0 = 0 のときには， 各自の 

行動は相手の行動から影響を受けないだろう。 したがって自分が情報を得れば一 相手側の情報の 

有無と関係なく 一 産出量を増やすという行動をとる。

ここで， 両 企 業 が 競 争 的 で あ る に も か か わ ら ず と な り ，兩企業が協調的であるにもか 

か わ ら ず 〜 と な る こ と は ， やや直感に反すると思われるかもしれない。 しかし， モデルに 

則して次のように考えれば， このことが起こりうることが了解されよう。 企 業 2 は需要バラメータ 

の情報を持たないものの， 企 業 1 がかかる情報を入手し， それに対応した行動をとるということは 

知っている。 そして， 企 業 1 が需要が強いときに産出量を増やし，需要が弱いときには産出量を減 

らすだろうことを， 企 業 2 は当然予想するだろう。 もし両企業の製品が代替的であれば， 企 業 2 に 

とって予知し難い需要の変動を企業1 の適応的行動がある程度吸収するので， 企 業 2 の生産戦略は , 

企 業 1 が無情報であるときに比べて， むしろ積極的となる可能性あがる。逆にもし， 両企業の製品 

が補完的であれぱ， 企 業 1 の適応的行動が企業2 にとっての需要の変動を増幅するので， 企 業 2 の 

生産戦略はますます消極的となる可能性がある。

上のごとき享情は， 図 レ 1 , 1 - 2 , 1 - 3 において明確に示されている。 図 レ 1 はヴ> 0 のときの

図である。 そこでは， 3 組の反応曲線が重ねられている。 2 本の実線の組は無情報下の両企業の反

応曲線を表わし，（9)式 に 相 当 する。 したがって， 交 点 は 無 情 報 下 り クールノー =ナッシュ均衡

を示す。 また， 2 本 の 破 線 （----) の組は非対称情報下の兩企業の反応曲線， 2 本 の 点 線 の 組 は

共 有 情 報 下 の 両 企 業 の 反 応 曲 線 を ま わ し そ れ ぞ れ (U)と 0 4 お ょ び (15)式 に 対 ]̂ ：、する。点 び ^ QS

はそれぞれ， 非対称情報下おょび共有情報下のクールノー  =ナッシュ均衡である。 上 で 述 べ た 理 由

にょって，点線の組は実線の組の上方に位置する。 また， 企 業 2 にかんする破線は，実線と点線の

中間に位置する。 これに対して， 企 業 1 にかんする破線と点線とは一致する。 図 1-2は 0 = 0 のと

きの図解であり， 図レ3 はり< 0 のときの図解であるが， 3 組の反応曲線の位置関係について， 同
(6 )

様のことが言えるだろう。

注 （6 ) もし反応関数が1次式でない一般の場合には，たとえ反応曲線が右下がりでも（すなわち，0〉0 

のケース），点 ダ が 点 の 右 下 方 に 置 す る こ と が 起 こ り う る 。そのときには， が<X2® となろ 
う。他方，たとえ反応曲線が右上がり© 場合で も （つまり0<0のケース），点 が が ©G点の右上 
方に来て， ダ と な る こ と が あ ろ う 6

だが，以上の大小関係を除けば，定 理1の結果は，本稿で採用した簡単化の仮定に依存せず，一般 
的に成立すると考えられる。
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5 企 業 厚 生 の 比 較

本節では，情報構造の変化が企業の厚生にどのような影響を及ほ ‘すかを分析する。企業の厚生レ

ペルは， その利潤から得られる期待効用によって測られる。情報を獲得することは， その企業の期

待効用を高めるとぃえるのであろう力、。分析のさぃに出発点となるのは， やはり危険中立的な企業

の場合の結果であろう。需要不確実性を伴ぃ，危険中立的な企業から成る寡占市場におぃて，情報
(7)

の価値がプラスになるとぃうことは，従来の文献におぃて知られてぃる。 ところで， 企業が危険回
(8 )

避的な行動をとる場合， このような結果はどのように修正されるべきなのであろう力、。

われわれはすでに，表 2 におぃて各情報構造の下での企業の期待効用を計算してぃる。 したがっ 

て， その比較分析を行えばよぃのであるが， その前に予備的な考察をしてみよう。危険回避的な企 

業が情報を獲得することは， その厚生に対して次のごとき2 通りの効果を持つだろう。第 1 の効果 

は，情報入手によって期待利潤を高めるとぃう効果である。 このことは危険中立者の場合の結果に 

端的に表現されてぃる。 しかし第2 に， 入手情報に対処した行動をとる結果，危険回避企業は対処 

しなぃときに比べて，利潤の変動を増幅することとなり， その分散値を上昇させてしまう効果を持 

つ。 このことは，企業の厚生に対してマイナスに作用するだろう。企業厚生の比較分析をするさぃ， 

このようなプラス効果とマイナス効果を同時に考慮する必要がある。

以下におぃて，情報構造間の期待効用の比較を行なってぃこう。 具体的には，り。対りえりひ対で\ 

りが対りS とぃう3 つの比粒分析を順次行なってぃくことにしたぃ。

まず， 無 情 報 デ と 共 有 情 報 デ と の 比 较 で あ る 。 2 つの企業がともに無知な状態から出発して， 

完全な情報を共有するに至ったときに， 各企業の厚生レベルはどのように変化するであろう力んこ 

の設問に対して，次の結果を得ることができる。

定 理 2 (り0 とり®の比較）

E W M E W i ^  [2/^+(2+の2]logい +-ほ の 2-]g  [ (パスタニす I G ニ 1 ,2 )

証明のためには，表 1 と表2 を活用する。 まず，り0 とり®の下での両企業の期待効用が， 次式で 

表わされることに注意する。

注 （7 ) この点については，ポンサール〔17〕，あるいは酒弁〔22〕を参照せよ。

( 8 ) レヴィン& ポンサール〔12〕は，非ゼロ和ゲームにおいて，情報の価値がマイナスとなるケースを 

示した。酒弁〔22〕は，ポンサール〔12〕と同様の枠組みを用いて，確かに期待値で考えれば（主体 

が危険中立的であれば）追加情報はプラスの価値を持つものの，分散値も導入して危険に対する回避 

を考慮すれぱ追加情報の価値が必ずしもプラスとならないということを示している。

本稿では，製品差別化を導入した枠組みにおいて，危険回避を明示的に考慮した期待効用関数を用 

いて，酒井〔22〕の示唆を期待効用の梓組みの中で取り扱うことにする。
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EUi^=\—expi—A\, —GAS)e；K/)[—C] G '= l,2).

ただし，A, B, C は次のような数量である。

, Rifi-c)K2 + p') 7 , , 2p RCf^-cy
2(.2+0+py ’ Y (2+の2 ’ し- (2+の2+2/0.

簡単な変形から，

EUi^^EU i^ <=> log B ^ A - C  

という同値関係が成立する。 そして，少々面倒な代数的演算をすれば，A— C が次のように表わさ 

れることが分かる。

A _ r -  び]2
20>+2+の 2[2/»+(2+の 2]'

定 理 2 の結果は， 上式から直ちに得られよう。

上の結果が示しているように，危険回避的な企業の厚生が情報の共有化によって上昇するかどう 

力 •一概に言えず，様々なバラメータに依存する。すなわち， それは製品差別化の程度0 や主観的 

な 危 険 負 担 度|0 ,需 要 • 費 用 条 件 （//一 C ) などによって左右される。

まず， ju-cが十分に大きいときには五C/fSが 五 を 下 ま わ り ，情 報 の 価 値 は マ イ ナ ス と な るe 

このことは， の値が大きいときには，情報を獲得することによって，利潤の期待値が上昇する 

力' ; , それ以上にその分散値も上昇して， 全体としてはマイナスの効果が上回ることを意味している 

と考えられる。 同様な理由によって，/ i- t:が十分に小さいときには，五£/み が 五 を 上 回 っ て ， 

情報の価値はプラスとなる。

上のことを，産出量を通じて説明すれば， 次のごとくである。//一 Cが大きくなると，如式からわ 

かるように，五 も ；rク も 等 し い 率 で 増 加 す る 。 このとき， ま 1 によって五C/ クと も 増 加  

することがわかる。 というのは， 次式が成立しているからである。

EUi^ = l — exp[—RCxi^yCl + Cp/2')'\,

1 _______ ム「 R C E X i^ y  1

五びパ= トフ r+-2i?Fa;ダ エタ!■A/l+2i?Fa；i ^ ^ L  l + 2RVXi.̂ \-

だが， i f の下では，産 出 量 の 分 散 値 が 期 待 効 用 の 増 加 率 を 抑 え て い る こ と に 注 目 さ れ た

い。 そのため， 期待効用の伸び率はり®のときの方が大きくなる。 この効果は企業の危険回避に由
(9)

来するものであって，EXiSや Xi。の値が大きくなればなるほど顕著に現われる。

注 （9 ) もし，り0 とり®について，利潤の期待効用五C/i[IL] を 利 潤 の 平 均 と 分 散 を 用 い て 表  

現するならぱ，次式のようになるだろう。

EUi[/7iO]- 1- exp [ -  /?(£/7fO- ( /?/2) F/Z^O)],

r j? ^ /(£ //^ l)^- (l/2 )W 7 ^  1
exp L l_±^i?CE：/7が1- ゾ （五77が0 し （1 /2 )W 7が1) 」

ル 1一 ゾ l +  2 i? U /7  が1 +  V U / 7  が0  し （1/2)V 77ャ1
第 1式は，期待効用の等高線が，平均 . 分散平面において直線になろことを示している。これに対し 

て，第2式を正確に図示することは，困難であろう。この点で，—— 本文で行なったように—— 産出 

量を通して，情報交換の期待効用への影響を調べる方が，はるかに見通しがよい。

---92 (306) ——



また， G が 十 分 ゼ ロ に 近 い と き に は ，E l P i 力；

五t/Ofを上回り，情 報 の 値 値 は プ ラ ス と な る 。 この

点は， 両企業が独立した意思決定者であるときには，

情報の価値は常にプラスとなることから， 容易に理
(10)

解することができよう。

図 2 各企業の期待効用レペルの比較

—— 無情報と共有情報

fi-c

ごうした依存関係を図示すると，. 図 2 のようにな 

る。 図 2 において，危険回避度 i? と需要バラメータ 

の分散値び2 は固定されている。すなわち， i ? = l も 

し く は i? = 1 0 とし， び2 = 1 と置いている。 このと 

き， 0 と の 平 面 は 3 つ の 領 域 に 分 け ら れ る 。

中央の溶鉱炉状の斜線部分においては， E U ^ iが E  

I P i を上回り， 情報の価値はプラスと .なっている。

これに対して， 両端の空白領域では，E lP i が E lF i

を上回り，情報の価値はマイナスとなる。 この図からわかるように，情報の値値がマイナスとなる

のは， —ごが大きいときか， あるいはタの絶対値が大きいときである。 さらに， 危 険 回 避 度 が

変化すると， これらの領域の境界が移動することも示されている。

次に， 無情報と非対称情報との比較に移ろう。 このときには，情報の一方的入手に成功する企業

1 の立場と， 無知のままに置かれた企業2 の立場の両方を考察しなければならない。表 2 を用いる
(11)

と， 次の結果を得ることは容易である。

定 理 3 (り0 と 7]Nの比較）

(2+ /O log| 'l+ 安 I

( 1) 五 し 1 ^  0 +2)[(2— の/>+2(2+の]+(|0+2+の[(2—の/0+4]

§
ifi-c)dp

.[(2—の|0+2(2+の]0>+2+の  J 

GO EU^2^EU^2ただし等号はd = Q のときのみ成立する。

まず， 企 業 1 について。情報を一方的に獲得するとき， その期待効用は果して上昇するであろう 

力 そ れ に 対 す る 解 答 は Y E S で も N O で も なく，場合によりけりなのである。 も し //一 ごの値が 

十分に大きいならぱ，五 が 五 び て を 上 回 り ， 情報を得ることがかえってマイナスとなる。 これ 

に対して， も し の 値 が 十 分 に 小 さ い な ら ば ， そ の 逆 の 事 態 が 発 生 し 情 報 の 価 値 は 常 に プ ラ

注 （1の一人の意思決定者について，情報の価値がプラスになることが知られている。詳細については，マ 

ルシャック&ラドナー〔13〕を参照せよ。

( 1 1 )定理3 および定理4 の誕明は省略する。そのSE明の方封は，定理2 の証明とほとんど同じである。
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図 企業1の期待効用の比較

—— 無情報と非対称情報

スである。 さらに， もしヴが十分にゼロに近いなら 

ぱ，情報の価値はプラスとなる。 こうした結果が出 

る理由については， 定 理 2 のときと同様に考えてよ 

いだろう。

このことを図示すると， 図 3 のようになる。 ここ 

でも， 図 2 と同様に，危 険 回 避 度 i? と需要バラメ 

ータび2 は 固 定 さ れ て い る （すなわち，/?=1およびび2 

= 1)。 そして，/i—c とヴの平面は，3 つの領域に区 

切られている。 中央の 斜 線 領 域 で はE lh N が EU i。

を上回り，情報の価値はプラスとなっている。 これ 

に対して， 両端の空白領域では，EUi。力I を

上回り， 情報の価値はマイナスとなっている。要す 

るに，情報の価値がマイナスとなるのは，fl—Cが'大 

きいか， あ る い は 0 の絶対値が大きいときである。

次 に 企 業 2 への影響について。 いまの場合には， 企 業 2 の厚生は必ず低下する。すなわち， 相手 

に一方的に情報を獲得されると， 無知のままに置かれた企業の期待効用は低下することが知られる 

のである。

最後に， 非対称情報と共有情報とを比較しよう。 この場合には， 自分は情報を持ちつつ， 相手に 

そ れを伝達する企業1 と， 相手から情報を受け取る企業2 のそれぞれの立場から考察する必要があ 

る。 以前の場合と同様に，表 2 を使用すると， 次の結果が導かれるだろう。

定 理 4 QfjSとりがの比較）

. i ) FJJS と FJJN ^  (2 +が (2+の2+2P] 厂 _  eC4+d：)p
レ1) EU i^EU  〔2+の（2-の;0 + 8(1+ の M  (2 +の2(け 2)

( f i — C ^ d R a

-(2—の/0+2〔2+の」

( i i) EUSをEUNお [2け (2+の2 ] lo g [ l+ ^ ^ ] も j ■鉱 ;

まず， 企 業 1 の期待効用が情報伝達によって上昇するかどうかが問題となる。 それはやはり様々 

なバラメータに依存する。 その依存の仕方は， 定 理 2 や 定 理 3 におけるバターンとほほ'同じである 

が， 若干異なっている面もある。 というのは， 定 理 4 においては，製品差別化の程度を示す0 の値 

力;， いままで以上に大きなインバクトを与えるからである。 もし両企業が補完的な関係にあるとき 

に は び < 0 ) , 企 業 1 にとって，相手に情報を伝達することは， その厚生に常にプラスの効果を持つ。
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図 4-1 企業1の期待効用の比較

— 非対称情報と共有情報

}l-C

図 4-2 企業2の期待効用の比较

—— 非対称情報と共有情報

11-C

も し 両 企 業 が 競 争 的 な 関 係 に あ る と き に は び> の ， 企 業 1 にとり， 相手に情報を伝達することの 

効果は， もう少し複雑となる。 も し M-Cの値が十分に大きければ，E lh N が E lh s を上回り， 相 

手に情報を知らせることは企業1 にとってマイナスとなる。 も し ； の値が十分に小さければ， 

その逆にプラスとなる。 また，d が十分にゼロに近ければ， E U iS が EU iN を上回り， 企 業 1 にと 

って相手に情報を伝達することはプラスとなる。

こうした状況が図4-1に示されている。 この図においても，危 険 回 避 度 / ? と需要バラメータび2 

の 値 は 固 定 さ れ て い る （i ? = l , び2= 1 )。右端の斜線領域においては， £：CAダ が 五 ぶ を 上 回 り ， 相 

手 に 教 え る こ と は 企 業1 にとりマイナスとなる。 中央から左にかけての空白領域では， その逆の事 

態 が 発 生 し 相 手 に 教 え る こ と が か え っ て プ ラ ス と な る 。

次に，教 え られる立場の企業2 の損得勘定をしてみよう。情報を受け取ることの効果は， やはり 

一概に言• うことができず，様々なパラメータに依存する。 その依存の仕方のバターンは， 定 理 2 や 

定 理 3 の場合と同様である。すなわち，/^-じの値が大きいときには， が EUzSを上回り , 情  

報を受け取ってかえって損をすることになる。逆に， の値が小さいときには， その逆に情報 

を入手してトクをする。 またヴがゼロに近いときも，情報の価値はプラスとなる。

こうした状況を図示すると， 図 4-2となる。 こ の 図 に お い て も ， 二び2 = 1 に固定されている。 

M-Cと e の 平 面 は3 つの領域に分けられ，溶鉱炉の形をした中央の斜線領域では情報の価値がプ 

ラス， 両 端 の 2 つの空白領域では情報の Iffi値がマイナスとなっている。

6 お わ り に

本稿の主題は，危険回避の角度から，寡占市場と情報交換の問題を再検討することであった。 そ
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れはまた， 不完全競争の経済学と不確実性の経済学との統合化を目指すものであった。

寡占市場に関する従来の文献では， 各企業の目的として期待利潤の最大化を考えるものが圧倒的 

であった。競争企業の行動分析の場合と異なって，寡占市場のワーキングとバフォーマンスを考察 

するさい， 企業間の相互依存関係が均衡諸囊の決定に対して第一級の重要性を持つ。需要ないし費 

用の不確実性が導入されれば， か か る 相 互 存 関 係 が ま す ま す 錯 綜 し た も の と な る た め ，計算上の 

便宜上， 目的関数として期待利潤額を指名することが慣例となったものと考えられよ .う。

だが， 株式会社の起源を振り返れぱ明らかなように， 企業は基本的に危険回避者なのである。 今 

や計算上の便宜を乗りこえて， より現実的なリスク回避行動を， 企業間の情報交換の問題にドッキ 

ングすべき時期にきている。本稿は， このような問題意識のもとに， 新しい地平を開かんとする1 

つの試みである。

本稿の分析から明白となったように，寡占企業が危険回避者として期待効用最大化を行なった場 

合，情報交換のインバクトは従来の危険中立のケースと比べて著しく大きなものとなる。①危険中 

立の場合では， 各企業の平均産出量は入手情報量の多寡にかかわらず不変であったけれども， この 

ことは危險回避の世界では成り立たない。 例えぱ， 無知なときの産出量と情報を得たときの平均産 

出量とがー致する保証は一般になく， 前者が後者を上まわったり下まわったりする。②危険回避の 

導入は， 各 企 業 の 厚 生 レ ペ ル （すなわち，期待効用レペル）を 引 き 下 げ る 効 果 を 持 つ 。 そのため，付 

加情報の獲得がむしろマイナスの効果を生んだり，「無知こそ至福」 という格言が生きたりする。

上の①と②の結果を通じて， 決定的な影響力をもつ因子は次の3 つである。すなわち，危険回避 

の大小，製 品 差 別 化 の 程 度 （代替財か補完財が独立財かで示される），お よ び 各 企 業 の 比 較 優 位 （各単位 

費用の大きさで測られる）の 3 つである。 こ れ ら3 大 因 子 の 「力関係」に応じて，「知識は力なり」 と 

いう正常な事態が生じたり， ま た 「知らぬが仏」 という変則享態が生じたりする。

本稿の分析は基本的に理論的ではあるけれども， それが各国経済の産業政策のあり方に対して，

1 つの新しい分析視角を投げかけていることに注目したい。伊 藤 • 清 野 • 奥 野 • 鈴 村 〔11〕 の最近 

の著作で論じられているように，一国の政策当局が， 情報収集や情報伝播の推進者としてどの程度 

有効であるかは，現代のュコノミストにとって非常に興味を引く大問題である。

もし企業のリスク回避の気持ちが非常に強い場合には， たとえ政策当局によって産業情報の流れ 

がよくなっても， それによって企業の生産活動が活発になったり， 企業の厚生レペルが上昇したり 

することが必ずしも起こらないかもしれない。 それより， い わ ゆ る 「臆病風」 が吹いて， 企業の生 

産 • 販売意欲がますますまえることも発生しかねない。 このような逆効果の榮生は発展途上国の多 

くに見られることだろう。 また経済先進国といえども， 景 気 循 環 の 1 局面においては， そのような 

ことも起こりうるだろう。

要するに，情報チャネルの流れをよくするという産業政策が有効に働くためには， 企業のリスク 

回避の気持ちが多少とも緩和されるという土壤作りがまず必要である。 つまり， 企業家の心理面に 

強く訴える政策が，上記の産業政策を補完しなければならないだろう。
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どのような理論モデルの構築にも，多少の「強引さ」と 「無理」はつきものである。本稿の厚生 

分析にあたっても，一連の簡単化の仮定を導入せざるをえなかった。実際，市場需要関数や費用関 

数が線形であると想定したばかりでなく，確率変数としての需要パラメータも正規分布に従うとい 

う思い切った仮定を置いた。また，各企業の効用関数の導入にあたっても，絶対的危険回避一定の 

関数を全面的に援用した。これらの一連の仮定は決して「軽い」ものではないけれども，明確な結 

果を導くために必要なものであった。

われわれが信じるに，本稿の分析結果のほとんどは理論としてのr頑健性」（robustness) を持っ 

ていると思う。つまり，上記の簡単化の仮定を取りはずしても，われわれの分析結果は基本的に通 

用するであろうと予想している。ただ，そこには多少の「ぶれ」が生じるかもしれない。この「ぶ 

れ」が正確にどの程度なのかは，将来に残された研究課題である。

それ以外にも，本稿で十分取り扱えず，将来の研究を待つ問題が少なからずある。まず第1 に， 

本稿においては，第 3 者としての一般消費者への影響が論じられていない。企業間で情報の流れが 

よくなれば，消費者余剰の平均値のみならず，その分散値も影響をこうむるだろう。相反する2 つ 

の影響をどう評価するかは，今後の研究に待ちたい。

第 2 に，本稿のモデルはクールノー型であり， しかも複占の場合に限られている。価格水準を戦 

略変数とするペルトラン市場や，企業数が2 つと限らない一般の寡占市場にまで本稿の分析を拡張 

することも，今後の重要な仕享であろう。第 3 に，本稿では産業全体を通じる不確実性が1 つある 

と想定したが，これも限定的な仮定といえる。場合によっては，不確実性はもっとr企業特有」 

(firm-specific)なものであるかもしれない。今後の研究の進展を待つぱかりである。

本稿が，経済学会において情報伝達の面で多少とも役立つことを期待する。そして，もしそれが 

一部の研究者の「食わず嫌い」の気持ちを少しでも和らげることに成功すれぱ，著者として望外の 

喜びである。
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